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１．はじめに 

地震直後に土砂災害の規模が推定できると、地震

による土砂災害への緊急対応の迅速化・効率化に資

するものと考えらえる。そのためには、地震直後に

多数の土砂災害を引き起こすような地震であるかど

うか判断できることが望ましい。 

そこで、本研究では、地震直後に土砂災害の発生・

非発生を推定する技術を検討することを目的として、

土砂災害が多発した地震と多発しなかった地震の加

速度応答スペクトルを比較・分析したものである。 

 

２．研究内容 

土砂災害が多発した地震（以下、「多発地震」と

いう）として、平成16年新潟県中越地震、平成20年

岩手・宮城内陸地震、平成28年熊本地震、土砂災害

が多発しなかった地震（以下、「非多発地震」とい

う）として、平成27年の茨城県北部の地震、平成30

年の大阪府北部地震、令和元年の山形県沖地震を選

定した。また、観測地震波を取得する強震観測点と

して、Ⅰ種地盤上、かつ震度5弱以上を記録した観測

点を選定した。その上で、取得した観測地震波デー

タから、NS（南北）、EW（東西）、UD（上下）の3

方向で加速度応答スペクトルを算出した。 

この加速度応答スペクトルを比較した結果、多発

地震と非多発地震では、特に長周期領域に違いが表

れる傾向にあることがわかった。また、振動方向に

よる違いを見ると、特にUD方向の長周期領域におい

て多発地震と非多発地震で違いが表れる傾向にある

ことがわかった（図）。また、最大計測震度が共に6

強であった岩手・宮城内陸地震と山形県沖地震の加

速度応答スペクトル解析結果を個別に比較すると、

UD方向及び水平方向の長周期領域では、総じて岩

手・宮城内陸地震が山形県沖地震を上回る結果とな

った。このことから、多発地震と非多発地震の違い

は短周期領域よりも長周期領域に違いが表れている

可能性が考えられた。 

 

３．おわりに 

今後は、土砂災害の発生・非発生の判定について、

閾値もしくは境界線について検討する予定である。

また、地震事例を増やすとともに、速度応答スペク

トルや変位応答スペクトル等を用いた分析も進めて

いたいと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  多発地震と非多発地震の加速度応答スペクト

ルの比較（UD方向） 
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１．はじめに 

土砂災害による被害抑制のためには、施設整備と

合わせて、土砂災害警戒情報などによる警戒避難が

重要である。警戒避難のタイミングに関しては、誘

因の観点から降雨指標の研究が進められており、土

砂災害警戒情報として運用されている。一方、災害

発生場所の予測では、地域毎の素因に対する研究は

多いものの、日本全国を統一的に評価する素因の整

理には至っていない。 

本研究では、土砂災害警戒情報の補足情報として

日本全国で整備されている地形・地質情報を含む主

題図に着目して災害事例との適合性を評価し、日本

全国の土砂災害発生確率頻度マップを開発した。 

 
２．使用データ 

本研究では、地形・地質の情報を考慮して作成さ

れた主題図のうち、日本全国で統一的に作成されて

いる3つの主題図を用いた（表-1）。 

また、災害事例については、国土交通省の砂防部

が保有する土砂災害データベースのうち、1995～

2018までの約24年間において、降雨により発生し、

その災害位置が特定されているデータを用いた。さ

らに、大規模土砂災害については、1885～2018年の

134年間の事例を用いた（表-2）。 

 
３．検討方法 

 土砂災害警戒情報の補足情報とするために、降雨

指標と同様に標準地域メッシュの3次メッシュ(約

1kmメッシュ)を解析単元とし、メッシュ毎に3つの地

形・地質の主題図それぞれの該当の有無を判定し、

素因情報とした。各素因の組合せと土砂災害の発生

事例との関係について、適中率と捕捉率を指標とし 

て分析した。特に災害との関係性の良いと考えられ

る素因の組合せについて、素因により絞り込まれる

メッシュに対する災害履歴を有するメッシュの割合

から災害発生率を算出し、100年間における土砂災害

発生確率を推定した。これらの結果をもとに日本全

国の土砂災害発生確率頻度マップを開発した（図）。 

図 土砂災害発生確率頻度マップ 

☞詳細情報はこちら 

1)国総研資料 第1120号「地形・地質に関する主題図

を用いた全国における土砂災害リスク推定法に関す

る考察」2020年6月 
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